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愛媛県公害防止条例施行規則の一部を改正する規則

愛媛県公害防止条例施行規則（昭和４７年愛媛県規則第２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。
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改 正 後 改 正 前

（ばいじんの排出基準）

第１１条 条例第１４条第１項の規定によるばいじんの排出基準は、温

度が摂氏零度であつて、圧力が１気圧の状態に換算した排出ガス

１立方メートルにつき、別表第７の中欄 に掲げる施設の種類

ごとに同表の右欄 に掲げるばいじ

んの量とする。

（条例第２３条第２項の規則で定める施設）

第１６条 条例第２３条第２項（条例第２４条第２項において準用する場

合を含む。）の規則で定める施設は、別表第１の１の項から５の

項までに掲げる施設とする。

（排水基準等）

第２２条 省略

２ 前項に規定する排水基準は、排水基準を定める省令（昭和４６年

総理府令第３５号）第２条の規定に基づく環境大臣が定める排水基

（ばいじんの排出基準）

第１１条 条例第１４条第１項の規定によるばいじんの排出基準は、温

度が摂氏零度であつて、圧力が１気圧の状態に換算した排出ガス

１立方メートルにつき、別表第７の第２欄に掲げる施設の種類及

び同表の第３欄に掲げる規模ごとに同表の第４欄に掲げるばいじ

んの量とする。

（条例第２３条第２項の規則で定める施設）

第１６条 条例第２３条第２項（条例第２４条第２項において準用する場

合を含む。）の規則で定める施設は、別表第１の２の項から６の

項 に掲げる施設とする。

（排水基準等）

第２２条 省略

２ 前項に規定する排水基準は、排水基準を定める省令（昭和４６年

総理府令第３５号）第２条の規定に基づく環境庁長官が定める排水
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準に係る検定方法 （昭和４９年９月環境庁告示第

６４号）及び日本産業規格（以下「規格」という。）Ｋ０１０２の５９．１

から５９．４ までに定める方法により検定した場合における検出

値によるものとする。

附 則

この規則は、昭和４７年１月１６日から施行する。

別表第１（第３条、第１６条、第５１条関係）

ばい煙発生施設

基準に係る検定方法を定める等の件（昭和４９年９月環境庁告示第

６４号）及び日本産業規格（以下「規格」という。）Ｋ０１０２５９．１か

らＫ０１０２５９．４までに定める方法により検定した場合における検出

値によるものとする。

附 則

（施行期日）

１ この規則は、昭和４７年１月１６日から施行する。

（経過措置）

２ 別表第１の１の項に掲げる施設のうち、昭和６０年９月１０日前に

設置の工事に着手したものについては、第１０条から第１２条までの

規定は、当分の間、適用しない。

３ 別表第１の１の項に掲げる施設のうち、ガスを専焼させるも

の、軽質液体燃料（灯油、軽油又はＡ重油をいう。以下同じ。）

を専焼させるもの並びにガス及び軽質液体燃料を混焼させるもの

については、第１１条及び第１２条の規定は、当分の間、適用しな

い。

別表第１（第３条、第１６条、第５２条関係）

ばい煙発生施設

１ ボイラー（熱風ボイラーを含み、熱源として電

気又は廃熱のみを使用するもの及びいおう化合物

の含有率が体積比で０．１パーセント以下であるガ

スを燃料として専焼させるものを除く。）のう

ち、規格Ｂ８２０１及びＢ８２０３の伝熱面積の項で定め

る方法で算定した伝熱面積（以下「伝熱面積」と

いう。）が５平方メートル以上１０平方メートル未

満であつてバーナーの燃料の燃焼能力が重油換算

１時間当たり５０リツトル未満のもの

１ 省略 ２ 省略

２ 省略 ３ 省略

３ 省略 ４ 省略

４ 省略 ５ 省略

５ 省略 ６ 省略

６ 省略 ７ 省略

備考 ボイラーについては、同一工場又は事業場に設置され

るボイラーの伝熱面積の合計が１０平方メートルをこえる

こととなる場合に適用する。

別表第７（第１１条、第１９条関係）

ばいじんの排出基準

別表第７（第１１条、第１９条関係）

ばいじんの排出基準

１ 別表第１の２の項に掲げるもの ０．６０

グラ

ム

１ 別表第１の１の項に掲げる

ボイラーのうち重油その他の

液体燃料（紙パルプの製造に

伴い発生する黒液を除く。）

又はガスを専焼させるもの

排 出 ガ ス 量 が

４０，０００立方メート

ル以上

０．２０

グラ

ム

排 出 ガ ス 量 が

４０，０００立方メート

ル未満

０．３０

グラ

ム

２ 別表第１の３の項に掲げるもの ０．４０

グラ

ム

２ 別表第１の１の項に掲げる

ボイラーのうち石炭（１キロ

グラム当たり発熱量２０，９３０．２５

キロジュール以下のものに限

る。）を燃焼させるもの

０．８０

グラ

ム
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３ 別表第１の１の項に掲げる

ボイラーのうち前２項に掲げ

るもの以外のもの

０．４０

グラ

ム

４ 別表第１の３に掲げるもの ０．６０

グラ

ム

５ 別表第１の４に掲げるもの ０．４０

グラ

ム

備考１ 右欄 に掲げるばいじんの量は、規格Ｚ８８０８に定め

る方法により測定される量として表示されたものとし

て、当該ばいじん量には、燃料の点火、灰の除去のた

めの火層整理又はすすの掃除を行う 場合において排

出されるばいじん（１時間につき合計６分間を超えな

い時間内に排出されるものに限る。）は含まれないも

のとする。

２ 省略

備考１ 第４欄に掲げるばいじんの量は、規格Ｚ８８０８に定め

る方法により測定される量として表示されたものとし

て、当該ばいじん量には、燃料の点火、灰の除去のた

めの火層整理又はすすの掃除を行なう場合において排

出されるばいじん（１時間につき合計６分間をこえな

い時間内に排出されるものに限る。）は含まれないも

のとする。

２ 省略

別表第８（第１２条、第１９条関係）

有害物質の排出基準

別表第８（第１２条、第１９条関係）

有害物質の排出基準

１ 塩 素
別表第１の１の項に掲げる漂白

施設

省略
１ 塩 素

別表第１の２の項に掲げる漂白

施設

省略

２

ふつ ふつ

弗素、弗化水素及
ふつ けい

び弗化珪素
別表第１の２の項に掲げる施設

省略
２

ふつ ふつ

弗素、弗化水素及
ふつ けい

び弗化珪素
別表第１の３の項に掲げる施設

省略

３ 鉛及びその化合物 別表第１の３の項に掲げる施設 省略 ３ 鉛及びその化合物 別表第１の４の項に掲げる施設 省略

４ 硫 化 水 素

別表第１の４の項に掲げる施設 省略

４ 硫 化 水 素

別表第１の５の項に掲げる施設 省略

別表第１の１の項に掲げる蒸解

施設並びに５の項及び６の項に

掲げる施設

省略 別表第１の２の項に掲げる蒸解

施設並びに６の項及び７の項に

掲げる施設

省略

備考 省略 備考 省略

様式第１号（第１３条関係） ばい煙発生施設設置・使用・変更届出

書

様式第１号（第１３条関係） ばい煙発生施設設置・使用変更届出書

ばい煙発生施設設置・使用・変更届出書

省略

氏名又は名称及び住所並

届出者 びに法人にあつては、そ

の代表者の氏名

ばい煙発生施設設置・使用変更届出書

省略

氏名又は名称及び住所並

届出者 びに法人にあつては、そ �

の代表者の氏名

省略 省略

備考１ ばい煙発生施設の種類の欄には、愛媛県公害防止条例

施行規則（昭和４７年愛媛県規則第２号）別表第１に掲げ

る項番号及び名称を記載すること。

２ ※印の欄には、記載しないこと。

３ 変更届出の場合には、変更のある部分について、変更

前及び変更後の内容を対照させること。

４ 届出書及び別紙の用紙の大きさは、図面、表等やむを

得ないものを除き、日本産業規格Ａ４とすること。

別紙１～別紙３ 省略

様式第２号（第１４条関係） 氏名・名称・住所・所在地変更届出書

備考 １ 記名押印に代えて署名することができる。

２ ばい煙発生施設の種類の欄には、愛媛県公害防止条

例施行規則（昭和４７年愛媛県規則第２号）別表第１に

掲げる項番号及び名称を記載すること。

３ ※印の欄には、記載しないこと。

４ 変更届出の場合には、変更のある部分について、変

更前及び変更後の内容を対照させること。

５ 届出書及び別紙の用紙の大きさは、図面、表等やむ

を得ないものを除き、日本産業規格Ａ４とすること。

別紙１～別紙３ 省略

様式第２号（第１４条関係） 氏名・名称・住所・所在地変更届出書
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省略

氏名又は名称及び住所

届出者 並びに法人にあつては、

その代表者の氏名

省略

氏名又は名称及び住所

届出者 並びに法人にあつては、 �

その代表者の氏名

省略 省略

備考１ ※印の欄には、記載しないこと。

２ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

様式第３号（第１４条関係） 施設使用廃止届出書

備考 １ 記名押印に代えて署名することができる。

２ ※印の欄には、記載しないこと。

３ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

様式第３号（第１４条関係） 施設使用廃止届出書

省略

氏名又は名称及び住所

届出者 並びに法人にあつては、

その代表者の氏名

省略

氏名又は名称及び住所

届出者 並びに法人にあつては、 �

その代表者の氏名

省略 省略

備考１ ※印の欄には、記載しないこと。

２ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

様式第４号（第１５条関係） 承継届出書

備考 １ 記名押印に代えて署名することができる。

２ ※印の欄には、記載しないこと。

３ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

様式第４号（第１５条関係） 承継届出書

省略

氏名又は名称及び住所

届出者 並びに法人にあつては、

その代表者の氏名

省略

氏名又は名称及び住所

届出者 並びに法人にあつては、 �

その代表者の氏名

省略 省略

備考１ ※印の欄には、記載しないこと。

２ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

様式第６号（第２０条関係） 粉じん発生施設設置・使用・変更届出

書

備考 １ 記名押印に代えて署名することができる。

２ ※印の欄には、記載しないこと。

３ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

様式第６号（第２０条関係） 粉じん発生施設設置・使用・変更届出

書

省略

氏名又は名称及び住所

届出者 並びに法人にあつては、

その代表者の氏名

省略

氏名又は名称及び住所

届出者 並びに法人にあつては、 �

その代表者の氏名

省略 省略

備考１ 粉じん発生施設の種類の欄には、愛媛県公害防止条例

施行規則（昭和４７年愛媛県規則第２号）別表第２に掲げ

る項番号及び名称を記載すること。

２ ※印の欄には、記載しないこと。

３ 変更の届出の場合には、変更のある部分について、変

更前及び変更後の内容を対照させること。

４ 届出書及び別紙の用紙の大きさは、図面、表等やむを

得ないものを除き、日本産業規格Ａ４とすること。

別紙１～別紙３ 省略

様式第７号（第２４条、第２７条関係） 排水施設設置・使用・変更届

出書

備考 １ 記名押印に代えて署名することができる。

２ 粉じん発生施設の種類の欄には、愛媛県公害防止条

例施行規則（昭和４７年愛媛県規則第２号）別表第２に

掲げる項番号及び名称を記載すること。

３ ※印の欄には、記載しないこと。

４ 変更の届出の場合には、変更のある部分について、

変更前及び変更後の内容を対照させること。

５ 届出書及び別紙の用紙の大きさは、図面、表等やむ

を得ないものを除き、日本産業規格Ａ４とすること。

別紙１～別紙３ 省略

様式第７号（第２４条 関係） 排水施設設置・使用・変更届

出書

省略

氏名又は名称及び住所

届出者 並びに法人にあつては、

その代表者の氏名

省略

氏名又は名称及び住所

届出者 並びに法人にあつては、 �

その代表者の氏名

省略 省略
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備考

１ 省略

２ 省略

３ 省略

４ 省略

５ 省略

別紙１～別紙５ 省略

様式第９号（第２９条、様式第１２号、様式第１７号、様式第１８号関係）

指定工場設置・変更許可申請書

備考１ 記名押印に代えて署名することができる。

２ 省略

３ 省略

４ 省略

５ 省略

６ 省略

別紙１～別紙５ 省略

様式第９号（第２９条、様式第１２号、様式第１７号、様式第１８号関係）

指定工場設置・変更許可申請書

省略

氏名又は名称及び住所

申請者 並びに法人にあつて

は、その代表者の氏名

省略

氏名又は名称及び住所

申請者 並びに法人にあつて

は、その代表者の氏名 �

省略 省略

備考１ 指定工場の所在地については、位置図（縮尺５万分の

１以上）を添付すること。

２ 業種の欄には、日本産業分類の中分類による業種を記

載すること。

３ ※印の欄には、記載しないこと。

４ 指定工場変更許可申請の場合には、変更のある部分に

ついて、変更前及び変更後の内容を対照させること。

５ 申請書及び別紙の用紙の大きさは、図面、表等やむを

得ないものを除き、日本産業規格Ａ４とすること。

別紙１ 省略

別紙２ ばい煙を発生する施設の構造

備考 １ 記名押印に代えて署名することができる。

２ 指定工場の所在地については、位置図（縮尺５万分

の１以上）を添付すること。

３ 業種の欄には、日本産業分類の中分類による業種を

記載すること。

４ ※印の欄には、記載しないこと。

５ 指定工場変更許可申請の場合には、変更のある部分

について、変更前及び変更後の内容を対照させるこ

と。

６ 申請書及び別紙の用紙の大きさは、図面、表等やむ

を得ないものを除き、日本産業規格Ａ４とすること。

別紙１ 省略

別紙２ ばい煙を発生する施設の構造

省略 省略

規 省略 規 省略

乾燥施設の容量（�） 乾燥施設の容量（�）

模 省略 模 省略

備考 省略

別紙３・別紙４ 省略

様式第１１号（第３０条、様式第１８号、様式第１９号関係） 指定工場設

置・変更許可書 省略

様式第１２号（第３１条、様式第１７号、様式第１８号関係） 指定工場使

用届出書

備考 省略

別紙３・別紙４ 省略

様 式 第１１号 指 定 工 場 設

置・変更許可書 省略

様式第１２号（第３１条 関係） 指定工場使

用届出書

省略

氏名又は名称及び住所並

届出者 びに法人にあつては、そ

の代表者の氏名

省略

氏名又は名称及び住所並

届出者 びに法人にあつては、そ �

の代表者の氏名

省略 省略

備考１ 指定工場の所在地については、位置図（縮尺５万分の

１以上）を添付すること。

２ 業種の欄には、日本産業分類の中分類による業種を記

載すること。

３ ※印の欄には、記載しないこと。

４ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

５ 別紙１から別紙４までは、指定工場設置・変更許可申

請書（様式第９号）の別紙１から別紙４までとするこ

と。

備考 １ 記名押印に代えて署名することができる。

２ 指定工場の所在地については、位置図（縮尺５万分

の１以上）を添付すること。

３ 業種の欄には、日本産業分類の中分類による業種を

記載すること。

４ ※印の欄には、記載しないこと。

５ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

６ 別紙１から別紙４までは、様式第９号の別紙１から

別紙４までとすること。



愛 媛 県 報令和４年９月１３日 第３４１号

７４０

様式第１３号（第３１条、様式第１８号、様式第１９号関係） 指定工場硫

黄酸化物許容基準通知書 省略

様式第１４号（第３３条関係） 指定工場施設使用開始届出書

様式第１３号（第３１条 関係） 指定工場硫

黄酸化物許容基準通知書 省略

様式第１４号（第３３条関係） 指定工場施設使用開始届出書

省略

氏名又は名称及び住所

届出者 並びに法人にあつて

は、その代表者の氏名

省略

氏名又は名称及び住所

届出者 並びに法人にあつて �

は、その代表者の氏名

省略 省略

備考１ ※印の欄には、記載しないこと。

２ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

様式第１５号（第３４条関係） 指定工場改善措置等届出書

備考 １ 記名押印に代えて署名することができる。

２ ※印の欄には、記載しないこと。

３ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

様式第１５号（第３４条関係） 指定工場改善措置等届出書

省略

氏名又は名称及び住所

届出者 並びに法人にあつて

は、その代表者の氏名

省略

氏名又は名称及び住所

届出者 並びに法人にあつて �

は、その代表者の氏名

省略 省略

備考１ ※印の欄には、記載しないこと。

２ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

様式第１６号（第３５条関係） 指定工場設置者氏名等変更届出書

備考 １ 記名押印に代えて署名することができる。

２ ※印の欄には、記載しないこと。

３ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

様式第１６号（第３５条関係） 指定工場設置者氏名等変更届出書

省略

氏名又は名称及び住所

届出者 並びに法人にあつて

は、その代表者の氏名

省略

氏名又は名称及び住所

届出者 並びに法人にあつて �

は、その代表者の氏名

省略 省略

備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

様式第１７号（第３５条関係） 指定工場軽微変更届出書

備考 １ 記名押印に代えて署名することができる。

２ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

様式第１７号（第３５条関係） 指定工場軽微変更届出書

省略

氏名又は名称及び住所

届出者 並びに法人にあつては、

その代表者の氏名

省略

氏名又は名称及び住所

届出者 並びに法人にあつては、 �

その代表者の氏名

省略 省略

備考１ 変更するばい煙を発生する施設等について、指定工場

設置・変更許可申請書（様式第９号）又は指定工場使用

届出書（様式第１２号）の別紙２から別紙４までの新旧対

照表を添付すること。

２ 指定工場について指定工場設置・変更許可申請書又は

指定工場使用届出書の別紙１の新旧対照表を添付するこ

と。

３ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

様式第１８号（第３６条関係） 指定工場施設使用廃止届出書

備考 １ 記名押印に代えて署名することができる。

２ 変更するばい煙を発生する施設等について、様式第

９号又は様式第１２号の別紙２から別紙４までの新旧対

照表を添付すること。

３ 指定工場について様式第９号又は様式第１２号の別紙

１の新旧対照表を添付すること。

４ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

様式第１８号（第３６条関係） 指定工場施設使用廃止届出書

省略

氏名又は名称及び住所

届出者 並びに法人にあつては、

その代表者の氏名

省略

氏名又は名称及び住所

届出者 並びに法人にあつては、 �

その代表者の氏名

省略 省略



愛 媛 県 報令和４年９月１３日 第３４１号

７４１

備考１ 廃止するばい煙を発生する施設について、指定工場設

置・変更許可申請書（様式第９号）又は指定工場使用届

出書（様式第１２号）の別紙２から別紙４までを朱書し、

添付すること。

２ 指定工場について指定工場設置・変更許可申請書又は

指定工場使用届出書の別紙１の新旧対照表を添付するこ

と。

３ 指定工場設置・変更許可書（様式第１１号）又は指定工

場硫黄酸化物許容基準通知書（様式第１３号）のうち、最

も新しいものを添付すること。

４ ※印の欄には、記載しないこと。

５ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

様式第１９号（第３７条関係） 指定工場承継届出書

備考 １ 記名押印に代えて署名することができる。

２ 廃止するばい煙を発生する施設について、様式第９

号又は様式第１２号の別紙２から別紙４までを朱書し、

添付すること。

３ 指定工場について様式第９号又は様式第１２号の別紙

１の新旧対照表を添付すること。

４ 指定工場硫黄酸化物許容基準通知書又は指定工場設

置・変更許可書を添付すること。

５ ※印の欄には、記載しないこと。

６ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

様式第１９号（第３７条関係） 指定工場承継届出書

省略

氏名又は名称及び住所

届出者 並びに法人にあつては、

その代表者の氏名

省略

氏名又は名称及び住所

届出者 並びに法人にあつては、 �

その代表者の氏名

省略 省略

備考１ 指定工場設置・変更許可書（様式第１１号）又は指定工

場硫黄酸化物許容基準通知書（様式第１３号）のうち、最

も新しいものを添付すること。

２ ※印の欄には、記載しないこと。

３ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

様式第２０号（第４０条関係） 騒音発生施設設置・使用届出書

備考 １ 記名押印に代えて署名することができる。

２ 指定工場硫黄酸化物許容基準通知書又は指定工場設

置・変更許可書を添付すること。

３ ※印の欄には、記載しないこと。

４ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

様式第２０号（第４０条関係） 騒音発生施設設置・使用届出書

省略

氏名又は名称及び住所

届出者 並びに法人にあつては、

その代表者の氏名

省略

氏名又は名称及び住所

届出者 並びに法人にあつては、 �

その代表者の氏名

省略 省略

備考１ 騒音の防止の方法の欄の記載については、別紙による

こととし、消音器の設置、音源室内の防音措置、遮音塀

の設置等騒音の防止に関して講じようとする措置の概要

を明らかにするとともに、できる限り図面、表等を利用

すること。

２ 騒音発生施設の種類の欄には、愛媛県公害防止条例施

行規則（昭和４７年愛媛県規則第２号）別表第４に掲げる

項番号及びア、イ、ウ等の細分があるときはその記号並

びに名称を記載すること。

３ ※印の欄には、記載しないこと。

４ 届出書及び別紙の用紙の大きさは、図面、表等やむを

得ないものを除き、日本産業規格Ａ４とすること。

様式第２１号（第４１条関係） 騒音発生施設の種類ごとの数変更届出

書

備考 １ 記名押印に代えて署名することができる。

２ 騒音発生施設の種類の欄には、愛媛県公害防止条例

施行規則（昭和４７年愛媛県規則第２号）別表第４に掲

げる項番号及びア、イ、ウ等の細分があるときはその

記号並びに名称を記載すること。

３ 騒音の防止の方法の欄の記載については、別紙によ

ることとし、消音器の設置、音源室内の防音措置、遮

音塀の設置等騒音の防止に関して講じようとする措置

の概要を明らかにするとともに、できる限り図面、表

等を利用すること。

４ ※印の欄には、記載しないこと。

５ 届出書及び別紙の用紙の大きさは、図面、表等やむ

を得ないものを除き、日本産業規格Ａ４とすること。

様式第２１号（第４１条関係） 騒音発生施設の種類ごとの数変更届出

書

省略

氏名又は名称及び住所

届出者 並びに法人にあつては、

その代表者の氏名

省略

氏名又は名称及び住所

届出者 並びに法人にあつては、 �

その代表者の氏名

省略 省略



愛 媛 県 報令和４年９月１３日 第３４１号

７４２

備考１ 騒音発生施設の種類の欄には、愛媛県公害防止条例施

行規則（昭和４７年愛媛県規則第２号）別表第４に掲げる

項番号及びア、イ、ウ等の細分があるときはその記号並

びに名称を記載すること。

２ ※印の欄には、記載しないこと。

３ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

様式第２２号（第４１条関係） 騒音の防止の方法変更届出書

備考 １ 記名押印に代えて署名することができる。

２ 騒音発生施設の種類の欄には、愛媛県公害防止条例

施行規則（昭和４７年愛媛県規則第２号）別表第４に掲

げる項番号及びア、イ、ウ等の細分があるときはその

記号並びに名称を記載すること。

３ ※印の欄には、記載しないこと。

４ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

様式第２２号（第４１条関係） 騒音の防止の方法変更届出書

省略

氏名又は名称及び住所

届出者 並びに法人にあつては、

その代表者の氏名

省略

氏名又は名称及び住所

届出者 並びに法人にあつては、 �

その代表者の氏名

省略 省略

備考１ 騒音の防止の方法の欄の記載については、別紙による

こととし、できる限り図面、表等を利用すること。ま

た、変更前及び変更後の内容を対照させること。

２ ※印の欄には、記載しないこと。

３ 届出書及び別紙の用紙の大きさは、図面、表等やむを

得ないものを除き、日本産業規格Ａ４とすること。

様式第２３号（第４２条関係） 建設作業実施届出書

備考 １ 記名押印に代えて署名することができる。

２ 騒音の防止の方法の欄の記載については、別紙によ

ることとし、できる限り図面、表等を利用すること。

また、変更前及び変更後の内容を対照させること。

３ ※印の欄には、記載しないこと。

４ 届出書及び別紙の用紙の大きさは、図面、表等やむ

を得ないものを除き、日本産業規格Ａ４とすること。

様式第２３号（第４２条関係） 建設作業実施届出書

省略

氏名又は名称及び住所

届出者 並びに法人にあつては、

その代表者の氏名

省略

氏名又は名称及び住所

届出者 並びに法人にあつては、 �

その代表者の氏名

省略 省略

備考１ 作業の実施の期間の欄には、その期間中作業をしない

こととしている日がある場合は、作業をしない日を明示

すること。

２ 作業の開始及び終了の時刻の欄の記載に当たつては、

作業の開始時刻及び終了時刻並びに実働時間が同じであ

る日ごとにまとめて差し支えないこと。

３ 当該作業の場所の付近の見取図及び特定作業を伴う作

業の工程の概要を示した工程表で特定作業の工程を明示

したものを添付すること。

４ ※印の欄には、記載しないこと。

５ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

かん

様式第２４号（第４２条関係） 板金・製罐作業実施届出書

備考 １ 記名押印に代えて署名することができる。

２ 作業の実施の期間の欄には、その期間中作業をしな

いこととしている日がある場合は、作業をしない日を

明示すること。

３ 建設作業の開始及び終了の時刻の欄の記載に当たつ

ては、作業の開始時刻及び終了時刻並びに実働時間が

同じである日ごとにまとめて差し支えないこと。

４ 当該作業の場所の附近の見取図及び特定作業を伴う

作業の工程の概要を示した工程表で特定作業の工程を

明示したものを添付すること。

５ ※印の欄には、記載しないこと。

６ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。
かん

様式第２４号（第４２条関係） 板金・製罐作業実施届出書

省略

氏名又は名称及び住所

届出者 並びに法人にあつては、

その代表者の氏名

省略

氏名又は名称及び住所

届出者 並びに法人にあつては、 �

その代表者の氏名

省略 省略

備考１ ※印の欄には、記載しないこと。

２ 当該作業の場所の付近の見取図及び特定作業を伴う作

業の工程の概要を示した工程表で特定作業の工程を明示

したものを添付すること。

３ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

様式第２６号（第５０条関係） 公害防止責任者設置・変更届出書

備考 １ 記名押印に代えて署名することができる。

２ ※印の欄には、記載しないこと。

３ 当該作業の場所の附近の見取図及び特定作業を伴う

作業の工程の概要を示した工程表で特定作業の工程を

明示したものを添付すること。

４ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

様式第２６号（第５０条関係） 公害防止責任者設置・変更届出書



愛 媛 県 報令和４年９月１３日 第３４１号

７４３

附 則

（施行期日）

１ この規則は、令和４年１０月１日から施行する。

（経過措置）

２ この規則の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。

（愛媛県規則における押印等を不要とするための手続の特例に関する規則の一部改正）

３ 愛媛県規則における押印等を不要とするための手続の特例に関する規則（令和３年愛媛県規則第３４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

省略

氏名又は名称及び住所

届出者 並びに法人にあつては、

その代表者の氏名

省略

氏名又は名称及び住所

届出者 並びに法人にあつては、 �

その代表者の氏名

省略 省略

備考１ ※印の欄には、記載しないこと。

２ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

備考 １ 記名押印に代えて署名することができる。

２ ※印の欄には、記載しないこと。

３ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

改 正 後 改 正 前

申請者、届出者、報告者等が行わなければならないとされている

書類の押印、署名又は署名押印（これらに類するものを含む。）に

ついては、次に掲げる規則の規定にかかわらず、申請者、届出者、

報告者等は、これらの行為を行うことを要しない。

�～� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

	 省略


 省略

� 省略

� 省略


 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

申請者、届出者、報告者等が行わなければならないとされている

書類の押印、署名又は署名押印（これらに類するものを含む。）に

ついては、次に掲げる規則の規定にかかわらず、申請者、届出者、

報告者等は、これらの行為を行うことを要しない。

�～� 省略

� 愛媛県公害防止条例施行規則（昭和４７年愛媛県規則第２号）様

式第１号から様式第４号まで、様式第６号、様式第７号、様式第

９号、様式第１２号、様式第１４号から様式第２４号まで及び様式第２６

号

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

	 省略


 省略

� 省略

� 省略


 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略
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�愛媛県告示第９５３号
愛媛県県税賦課徴収条例施行規則（昭和２９年愛媛県規則第３８号）

第３条第１項の規定により、令和４年９月１日次のとおり愛媛県県

税証紙売りさばき人指定願の記載事項の変更を許可した。

令和４年９月１３日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第９５４号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第５４条第２項の規定により、次のとおり指定自

立支援医療機関を指定した。

令和４年９月１３日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第９５５号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局地域産業振興部商工観光課並びに西条市役所において告示の日から

４月間縦覧に供する。

令和４年９月１３日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

ＤＣＭ周桑店 西条市周布７５０番地
１ 外 大規模小売店舗の名称 ＤＣＭダイキ周桑店 ＤＣＭ周桑店 令和４年

３月１日
令和４年
８月２９日

大規模小売店舗を設置する者
の代表者の氏名

ＤＣＭダイキ株式会
社
代表取締役
小島 正之

ＤＣＭダイキ株式会
社
代表取締役
中川 真行

令和２年
５月２５日

大規模小売店舗において小売
業を行う者

ＤＣＭダイキ株式会
社
松山市美沢一丁目９
番１号
代表取締役
小島 正之

ＤＣＭ株式会社
東京都品川区南大井
六丁目２２番７号
代表取締役
石黒 靖規

令和３年
３月１日
ほか

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局地域産業振興部商

工観光課並びに西条市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

指定

番号

売りさばき人

氏 名

変 更 事 項

新 旧

２０ 愛媛県猟友会
北条支部
支部長
石橋 仁志

１ 住所
松山市宮内甲８０－
２

２ 代表者氏名
石橋 仁志

３ 売りさばき所
松山市宮内甲８０－
２

１ 住所
松山市八反地甲３６
０番地

２ 代表者氏名
小崎 武志

３ 売りさばき所
松山市八反地甲３６
０番地

名 称 所 在 地
開 設 者 担当しようとする

医療の種類 指定年月日
氏名又は名称 主たる事務所の所在地 代表者の氏名

おぐに薬局 桜井店 今治市桜井２丁目５番３４
号 株式会社おぐに 松山市北�米町２４９番地 代表取締役

三 浦 稔
薬局（育成医療・
更生医療）

令和４年
９月１日
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�愛媛県告示第９５６号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局地域産業振興部商工観光課並びに松山市役所において告示の日から

４月間縦覧に供する。

令和４年９月１３日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

ＤＣＭ余戸店 松山市余戸中６丁目
７２９番地 外 大規模小売店舗の名称 （仮称）ＤＣＭダイ

キ余戸店 ＤＣＭ余戸店 令和４年
３月１日

令和４年
８月２９日

大規模小売店舗を設置する者
の代表者の氏名

ＤＣＭダイキ株式会
社
代表取締役
小島 正之

ＤＣＭダイキ株式会
社
代表取締役
中川 真行

令和２年
５月２５日

大規模小売店舗において小売
業を行う者

ＤＣＭダイキ株式会
社
松山市美沢一丁目９
番１号
代表取締役
小島 正之

ＤＣＭ株式会社
東京都品川区南大井
六丁目２２番７号
代表取締役
石黒 靖規

令和３年
３月１日
ほか

ＤＣＭ福音寺店 松山市福音寺町５５番
地１ 外 大規模小売店舗の名称 ＤＣＭダイキ福音寺

店 ＤＣＭ福音寺店 令和４年
３月１日

令和４年
８月２９日

大規模小売店舗を設置する者
の代表者の氏名

ＤＣＭダイキ株式会
社
代表取締役
小島 正之

ＤＣＭダイキ株式会
社
代表取締役
中川 真行

令和２年
５月２５日

大規模小売店舗において小売
業を行う者

ＤＣＭダイキ株式会
社
松山市美沢一丁目９
番１号
代表取締役
小島 正之

ＤＣＭ株式会社
東京都品川区南大井
六丁目２２番７号
代表取締役
石黒 靖規

令和３年
３月１日
ほか

ＤＣＭ朝生田店 松山市朝生田町５４０
－１ 外 大規模小売店舗の名称 ＤＣＭダイキ朝生田

店 ＤＣＭ朝生田店 令和４年
３月１日

令和４年
８月２９日

大規模小売店舗を設置する者
の代表者の氏名

ＤＣＭダイキ株式会
社
代表取締役
小島 正之

ＤＣＭダイキ株式会
社
代表取締役
中川 真行

令和２年
５月２５日

大規模小売店舗において小売
業を行う者

ＤＣＭダイキ株式会
社
松山市美沢一丁目９
番１号
代表取締役
小島 正之

ＤＣＭ株式会社
東京都品川区南大井
六丁目２２番７号
代表取締役
石黒 靖規

令和３年
３月１日
ほか

ＤＣＭ美沢店 松山市美沢一丁目９
番３３号 大規模小売店舗の名称 ＤＣＭダイキ美沢店 ＤＣＭ美沢店 令和４年

３月１日
令和４年
８月２９日

大規模小売店舗を設置する者
の代表者の氏名

ＤＣＭダイキ株式会
社
代表取締役
小島 正之

ＤＣＭダイキ株式会
社
代表取締役
中川 真行

令和２年
５月２５日

大規模小売店舗において小売
業を行う者

ＤＣＭダイキ株式会
社
松山市美沢一丁目９
番１号
代表取締役
小島 正之

ＤＣＭ株式会社
東京都品川区南大井
六丁目２２番７号
代表取締役
石黒 靖規

令和３年
３月１日
ほか

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局地域産業振興部商

工観光課並びに松山市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課
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�愛媛県告示第９５７号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局地域産業振興部商工観光課並びに伊予市役所において告示の日から

４月間縦覧に供する。

令和４年９月１３日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

ＤＣＭ伊予店 伊予市下吾川１０４２番
１ 外 大規模小売店舗の名称 ＤＣＭダイキ伊予店 ＤＣＭ伊予店 令和４年

３月１日
令和４年
８月２９日

大規模小売店舗を設置する者
の代表者の氏名

ＤＣＭダイキ株式会
社
代表取締役
小島 正之

ＤＣＭダイキ株式会
社
代表取締役
中川 真行

令和２年
５月２５日

大規模小売店舗において小売
業を行う者

ＤＣＭダイキ株式会
社
松山市美沢一丁目９
番１号
代表取締役
小島 正之

ＤＣＭ株式会社
東京都品川区南大井
六丁目２２番７号
代表取締役
石黒 靖規

令和３年
３月１日
ほか

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局地域産業振興部商

工観光課並びに伊予市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第９５８号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び南予地方局地域産業振興部八幡浜支局商工観光室並びに西予市役所において告

示の日から４月間縦覧に供する。

令和４年９月１３日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

ＤＣＭ宇和店 西予市宇和町卯之町
４丁目５１８番３ 外 大規模小売店舗の名称 ＤＣＭダイキ宇和店 ＤＣＭ宇和店 令和４年

３月１日
令和４年
８月２９日

大規模小売店舗を設置する者
の代表者の氏名

ＤＣＭダイキ株式会
社
代表取締役
小島 正之

ＤＣＭダイキ株式会
社
代表取締役
中川 真行

令和２年
５月２５日

大規模小売店舗において小売
業を行う者

ＤＣＭダイキ株式会
社
松山市美沢一丁目９
番１号
代表取締役
小島 正之

ＤＣＭ株式会社
東京都品川区南大井
六丁目２２番７号
代表取締役
石黒 靖規

令和３年
３月１日
ほか

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び南予地方局地域産業振興部八
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�愛媛県告示第９５９号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第１６条及び愛媛県都市計画

公聴会規則（昭和４５年愛媛県規則第１号）第２条の規定により、次

のとおり公聴会を開催する。

令和４年９月１３日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 日時 令和４年１０月１４日（金）１４時から

２ 場所 愛媛県新居浜市一宮町１丁目１－５

新居浜市消防防災合同庁舎５階災害対策室

３ 公聴会の案件及びその概要

� 案件

新居浜都市計画道路の変更案について

� 案件の概要

新居浜都市計画道路中３・３・２新居浜バイパス線を変更す

る。

４ 公述の申出等

� 公述の申出

公聴会に出席して意見を述べようとする者（当該都市計画区

域内市町に在住の人並びに利害関係者に限る）は、意見の要旨

及びその理由並びに住所氏名を記載した書面を知事に提出する

こと。

� 申出の期限

令和４年１０月７日（金）まで

なお、申出の期限までに公述の申出がない場合は、公聴会の

開催を中止する。

� 問合せ先

〒７９０―０００１ 愛媛県松山市一番町四丁目１－２

愛媛県自治会館５階

愛媛県土木部道路都市局都市計画課都市計画グループ

（電話０８９―９１２―２７３８）

�������
�愛媛県告示第９６０号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第１６条及び愛媛県都市計画

公聴会規則（昭和４５年愛媛県規則第１号）第２条の規定により、次

のとおり公聴会を開催する。

令和４年９月１３日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 日時 令和４年１０月１４日（金）１４時から

２ 場所 愛媛県新居浜市一宮町１丁目１－５

新居浜市消防防災合同庁舎５階災害対策室

３ 公聴会の案件及びその概要

� 案件

新居浜都市計画道路の変更案について

� 案件の概要

新居浜都市計画道路中３・４・５磯浦阿島線を変更する。

４ 公述の申出等

� 公述の申出

公聴会に出席して意見を述べようとする者（当該都市計画区

域内市町に在住の人並びに利害関係者に限る）は、意見の要旨

及びその理由並びに住所氏名を記載した書面を知事に提出する

こと。

� 申出の期限

令和４年１０月７日（金）まで

なお、申出の期限までに公述の申出がない場合は、公聴会の

開催を中止する。

� 問合せ先

〒７９０―０００１愛媛県松山市一番町四丁目１－２

愛媛県自治会館５階

愛媛県土木部道路都市局都市計画課都市計画グループ

（電話０８９―９１２―２７３８）

�������
�愛媛県告示第９６１号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第１６条及び愛媛県都市計画

公聴会規則（昭和４５年愛媛県規則第１号）第２条の規定により、次

のとおり公聴会を開催する。

令和４年９月１３日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 日時 令和４年１０月１４日（金）１４時から

２ 場所 愛媛県新居浜市一宮町１丁目１－５

新居浜市消防防災合同庁舎５階災害対策室

３ 公聴会の案件及びその概要

� 案件

新居浜都市計画道路の変更案について

� 案件の概要

新居浜都市計画道路中３・４・６駅前郷線を変更する。

４ 公述の申出等

� 公述の申出

公聴会に出席して意見を述べようとする者（当該都市計画区

域内市町に在住の人並びに利害関係者に限る）は、意見の要旨

及びその理由並びに住所氏名を記載した書面を知事に提出する

こと。

� 申出の期限

令和４年１０月７日（金）まで

なお、申出の期限までに公述の申出がない場合は、公聴会の

開催を中止する。

� 問合せ先

〒７９０―０００１愛媛県松山市一番町四丁目１－２

愛媛県自治会館５階

愛媛県土木部道路都市局都市計画課都市計画グループ

幡浜支局商工観光室並びに西予市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課



愛 媛 県 報令和４年９月１３日 第３４１号

７４８

（電話０８９―９１２―２７３８）

�������
�愛媛県告示第９６２号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第１６条及び愛媛県都市計画

公聴会規則（昭和４５年愛媛県規則第１号）第２条の規定により、次

のとおり公聴会を開催する。

令和４年９月１３日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 日時 令和４年１０月１４日（金）１４時から

２ 場所 愛媛県新居浜市一宮町１丁目１－５

新居浜市消防防災合同庁舎５階災害対策室

３ 公聴会の案件及びその概要

� 案件

新居浜都市計画道路の変更案について

� 案件の概要

新居浜都市計画道路中３・６・２０宇高西筋線を変更する。

４ 公述の申出等

� 公述の申出

公聴会に出席して意見を述べようとする者（当該都市計画区

域内市町に在住の人並びに利害関係者に限る）は、意見の要旨

及びその理由並びに住所氏名を記載した書面を知事に提出する

こと。

� 申出の期限

令和４年１０月７日（金）まで

なお、申出の期限までに公述の申出がない場合は、公聴会の

開催を中止する。

� 問合せ先

〒７９０―０００１愛媛県松山市一番町四丁目１－２

愛媛県自治会館５階

愛媛県土木部道路都市局都市計画課都市計画グループ

（電話０８９―９１２―２７３８）

�������
�愛媛県告示第９６３号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第２項において準用

する同法第２０条第２項の規定に基づき、西予都市計画用途地域の変

更に係る都市計画の図書の写しを愛媛県庁において公衆の縦覧に供

する。

令和４年９月１３日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第９６４号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第１１０号。

以下「法」という。）第５条第１項の規定に基づく特定施設の設置

の許可の申請があった。

なお、法第５条第３項に規定する書面は、愛媛県西条保健所及び

新居浜市役所において告示の日から３週間公衆の縦覧に供する。

令和４年９月１３日

愛媛県西条保健所長 武 方 誠 二

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

住友化学株式会社

東京都中央区日本橋二丁目７番１号

代表取締役社長 岩田 圭一

２ 事業場の名称及び所在地

住友化学株式会社愛媛工場新居浜地区

新居浜市惣開町５番１号

３ 特定施設に関する事項

� Ｔ－７９２

� ２Ｄ－８０７

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第３７号 ロ 分離施設

特 定 施 設 の 能 力 ドレン分離１日当たり２００トン処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着手１か月後

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特 定 施 設 の 種 類
水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令第
１８８号。以下「政令」という。）別表第
１第４６号 ニ 廃ガス洗浄施設

特 定 施 設 の 能 力 処理ガス１時間当たり３，６００ノルマル立
方メートル処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着手１か月後

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ６～８

最大 ６～８

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ５０

最大 ７５

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １５０

最大 ２２５

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０１

最大 ０．０２

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０

最大 ０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １．５

最大 ２．３

備考 特定施設の汚水等は、シアン排水処理設備（北特排）、酸素ばっ気式
活性汚泥処理施設（ＯＢＴ）へ送液する。



愛 媛 県 報令和４年９月１３日 第３４１号

７４９

４ 汚水等の処理施設に関する事項

� ＮＢＴ新居浜総合排水処理施設

� ＯＢＴ酸素ばっ気式活性汚泥処理施設

� シアン排水処理設備（北特排）

設 置 年 月 日 昭和６０年３月３０日

処理施設の種類及び型式 攪拌機付コンクリート槽

処 理 施 設 の 構 造 鉄筋コンクリート製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法
縦 ４メートル 横 ４メートル
高さ ４メートル
×４槽

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり２，４００立方メートル処理

設 置 年 月 日 平成２１年１月３１日

処理施設の種類及び型式 中和、酸素ばっ気式活性汚泥、凝集・沈
殿

処 理 施 設 の 構 造 鉄筋コンクリート製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法 縦１６０メートル 横７１メートル
高さ６．３メートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり１０，８００立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 酸素ばっ気式活性汚泥処理

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 な し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ８．０～１２．０

最大 ８．０～１２．０

通常 ７．０～８．０

最大 ６．６～８．７

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ６２４．９

最大 １，１６２．６

通常 １２３．８

最大 ２８７．７

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２４０．１

最大 ８８１．５

通常 １７．６

最大 ７１．４

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ９５１．３

最大 １，５００．２

通常 １７２．４

最大 ２１２．３

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ９．５

最大 ３１．９

通常 ２．１

最大 ５．４

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ８，８２４

最大 １０，４３２

通常 ８，８２４

最大 １０，４３２

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２５．８

最大 ６８．９

通常 ３．８

最大 １１．５

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １７，８６０

最大 ２１，６９４

通常 １７，８６０

最大 ２１，６９４

設 置 年 月 日 昭和４７年５月１２日

処理施設の種類及び型式 中和、凝集沈殿、散気式活性汚泥

処 理 施 設 の 構 造 鉄筋コンクリート製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法 縦１２７メートル 横８５メートル
高さ６．７メートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり２４，０００立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 散気式活性汚泥処理

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 な し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ２．０～４．０

最大 ２．０～４．０

通常 ７．０～８．０

最大 ６．６～８．７

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ５１７．７

最大 １，２４２．１

通常 １０７．４

最大 １８４．２

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ４９０．３

最大 ８６２．１

通常 ２４．１

最大 ６９．６

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５４５．７

最大 ７１７．６

通常 ２２０．３

最大 ２４０．９

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ８～１０

最大 ７～１１

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ４５０

最大 ５００

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０

最大 ２０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．１

最大 ０．１

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０１

最大 ０．０１

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １８０

最大 ２００

備考 特定施設の汚水等は、新居浜総合排水処理施設（ＮＢＴ）へ送液する。



愛 媛 県 報令和４年９月１３日 第３４１号

７５０

５ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び最大の

値並びに汚水等の１日当たりの量

� 西総合排水口

� 東総合排水口

�������
�愛媛県告示第９６５号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第１１０号。

以下「法」という。）第５条第１項の規定に基づく特定施設の設置

の許可の申請があった。

なお、法第５条第３項に規定する書面は、愛媛県西条保健所及び

新居浜市役所において告示の日から３週間公衆の縦覧に供する。

令和４年９月１３日

愛媛県西条保健所長 武 方 誠 二

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

住友化学株式会社

東京都中央区日本橋二丁目７番１号

代表取締役社長 岩田 圭一

２ 事業場の名称及び所在地

住友化学株式会社愛媛工場菊本地区

新居浜市菊本町一丁目１０番１号

３ 特定施設に関する事項

� Ｒ－９９１

特 定 施 設 の 種 類
水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令第
１８８号。以下「政令」という。）別表第
１第３７号 ロ 分離施設

特 定 施 設 の 能 力 処理液１日当たり１５トン処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 －

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 －

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 許可の１か月後

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 １～２

最大 １～３

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ６．６～８．７

最大 ５．５～８．８

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ９．３

最大 ２０．０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２１．０

最大 ６０．０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ６．０

最大 １０．０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．５

最大 １．０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １７，１７４

最大 ３３，０００

備考 この他に、雨水排水口が３４箇所ある。

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ６．６～８．７

最大 ５．５～８．８

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １６．２

最大 ３５．０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２８．７

最大 ７０．０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２８．４

最大 １００．０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．６１

最大 ３．００

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２５１，５３５

最大 ３３５，５２２

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 晒液酸化分解処理

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 な し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ９．５～１０．５

最大 ９．０～１２

通常 ９．５～１０．５

最大 ９．０～１２

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １，３４４．７

最大 １，８６７．０

通常 １，３３６．８

最大 １，８５９．０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ４５

最大 ７７

通常 ４５

最大 ７７

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５３１

最大 ６３６

通常 ５２９

最大 ６３３

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０１

最大 ０．０１

通常 ０．０１

最大 ０．０１

シアン化合
物（単位
１リットル
につきミリ
グラム）

通常 １１７

最大 １８０

通常 ５

最大 １０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １，８３４

最大 ２，３６９

通常 １，８４５

最大 ２，３８０

備考 排水は、酸素ばっ気式活性汚泥処理施設（ＯＢＴ）で処理する。



愛 媛 県 報令和４年９月１３日 第３４１号

７５１

� Ｒ－９８１

� Ｒ－９３１

４ 汚水等の処理施設に関する事項

� �１総合排水処理施設

設 置 年 月 日 昭和５３年８月３１日

処理施設の種類及び型式 沈降分離処理

処 理 施 設 の 構 造 鉄筋コンクリート製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法

集水槽：
縦１０メートル 横１０メートル
高さ ５メートル
沈降槽：
縦２００メートル 横１０メートル
高さ２．５メートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり４０，０００立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 沈降分離処理

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第３７号 ロ 分離施設

特 定 施 設 の 能 力 処理液１日当たり１５トン処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 －

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 －

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 許可の１か月後

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 １～２

最大 １～２

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ９，７００

最大 １２，６００

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２０

最大 ２５

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １，０００

最大 １，３００

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １未満

最大 １未満

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ４．９

最大 ５．９

備考 本施設は既設だが、用途変更により特定施設となるため、設置許可申
請がなされた。汚水等は、新居浜総合排水処理施設（ＮＢＴ）で処理す
る。（ＰＧＭＦ製造時）

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第３７号 ロ 分離施設

特 定 施 設 の 能 力 処理液１日当たり１５トン処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着手１か月後

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

ＰＧＭＦ製造時
通常 １１～１２
最大 １１～１３

ＭＭＰＣ製造時
通常 １１．５～１２．５
最大 １０．５～１３．５

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

ＰＧＭＦ製造時
通常 ２，４８０
最大 ３，２００

ＭＭＰＣ製造時
通常 １４，５００
最大 １７，４００

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

ＰＧＭＦ製造時
通常 ２０未満
最大 ２０未満

ＭＭＰＣ製造時
通常 ２０以下
最大 ２０以下

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

ＰＧＭＦ製造時
通常 ２１０
最大 ２５０

ＭＭＰＣ製造時
通常 １，１３０
最大 １，３６０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

ＰＧＭＦ製造時
通常 １未満
最大 １未満

ＭＭＰＣ製造時
通常 １以下
最大 １以下

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

ＰＧＭＦ製造時
通常 ８
最大 ９．６

ＭＭＰＣ製造時
通常 ２．２
最大 ２．６

備考 汚水等は、新居浜総合排水処理施設（ＮＢＴ）で処理する。

る汚水等の

汚染状態の

値

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ６２０

最大 ８００

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２０未満

最大 ２０未満

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２１０

最大 ２７０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １未満

最大 １未満

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２．５

最大 ３

備考 本施設は既設だが、用途変更により特定施設となるため、設置許可申
請がなされた。汚水等は、新居浜総合排水処理施設（ＮＢＴ）で処理す
る。（ＰＧＭＦ製造時）



愛 媛 県 報令和４年９月１３日 第３４１号

７５２

� �３総合排水処理施設

５ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び最大の

値並びに汚水等の１日当たりの量

� �１排水口

� �３排水口

�������
�愛媛県告示第９６６号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第１１０号。

以下「法」という。）第８条第１項の規定に基づく特定施設の構造

等の変更の許可の申請があった。

なお、法第８条第３項において準用する法第５条第４項に規定す

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ７．０～８．０

最大 ５．５～８．８

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １４．０

最大 ２０．０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３３．０

最大 ５０．０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２．２

最大 ３５．０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １．０１

最大 １５．００

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ３７，３９２

最大 ４０，９８８

備考 この他に、雨水排水口が１８箇所ある。

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ７．０～７．５

最大 ５．５～８．８

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １２．５

最大 ２０．０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １５．０

最大 ５０．０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ４．０

最大 ３５．０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １．０４

最大 １５．００

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２２，４５４

最大 ２９，５３７

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １．０１

最大 １５．００

通常 １．０１

最大 １５．００

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ３７，３９２

最大 ４０，９８８

通常 ３７，３９２

最大 ４０，９８８

備考 汚水等は、�３排水口より排水する。

設 置 年 月 日 昭和４９年６月１日

処理施設の種類及び型式 沈降分離処理、中和処理

処 理 施 設 の 構 造 土堰堤型式

処 理 施 設 の 主 要 寸 法
中和槽：縦４８メートル 横６０メートル

深さ２．２メートル
沈降槽：縦９５メートル 横６０メートル

深さ ２メートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり５０，０００立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 沈降・中和処理

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 な し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ７．０～８．０

最大 ５．５～８．８

通常 ７．０～８．０

最大 ５．５～８．８

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １４．０

最大 ２０．０

通常 １４．０

最大 ２０．０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３３．０

最大 ５００

通常 ３３．０

最大 ５０．０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２．２

最大 ３５．０

通常 ２．２

最大 ３５．０

処理施設の使用の季節的変動
の概要 な し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ７．０～７．５

最大 ５．５～８．８

通常 ７．０～７．５

最大 ５．５～８．８

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １２．５

最大 ２０．０

通常 １２．５

最大 ２０．０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １５．０

最大 ５０．０

通常 １５．０

最大 ５０．０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ４．０

最大 ３５．０

通常 ４．０

最大 ３５．０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １．０４

最大 １５．００

通常 １．０４

最大 １５．００

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２２，４５４

最大 ２９，５３７

通常 ２２，４５４

最大 ２９，５３７

備考 汚水等は、�１排水口より排水する。



愛 媛 県 報令和４年９月１３日 第３４１号

７５３

る書面は、愛媛県西条保健所及び新居浜市役所において告示の日か

ら３週間公衆の縦覧に供する。

令和４年９月１３日

愛媛県西条保健所長 武 方 誠 二

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

住友化学株式会社

東京都中央区日本橋二丁目７番１号

代表取締役社長 岩田 圭一

２ 事業場の名称及び所在地

住友化学株式会社愛媛工場新居浜地区

新居浜市惣開町５番１号

３ 特定施設の種類

水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令第１８８号）別表第１第２７

号イ、ロ、第３７号ロ、第７４号

４ 変更しようとする事項の内容

特定施設の構造、使用の方法、汚水等の処理の方法、排出水の

汚染状態（排水系統別の汚染状態を含む）及び排出水の量（排水

系統別の量を含む）

５ 特定施設に関する事項

� Ｚ－４６０

� Ｋ－９０５

� ５３Ｔ－８０４

� ＮＢＴ 新居浜総合排水処理施設

� ＯＢＴ 酸素ばっ気式活性汚泥処理施設

６ 汚水等の処理施設に関する事項

� ＮＢＴ 新居浜総合排水処理施設

� ＯＢＴ 酸素ばっ気式活性汚泥処理施設

� シアン排水処理設備（北特排）

変 更 前 変 更 後

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処理前 処理後 処理前 処理後

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常
６２３．５
最大
１，１６２．６

通常
１２３．８
最大
２８７．７

通常
６２４．９
最大
１，１６２．６

通常
１２３．８
最大
２８７．７

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常
２３９．５
最大
８８１．５

通常
１７．６
最大
７１．４

通常
２４０．１
最大
８８１．５

通常
１７．６
最大
７１．４

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常
７８５．７
最大
１，５００．２

通常
１５５．０
最大
２１２．３

通常
９５１．３
最大
１，５００．２

通常
１７２．４
最大
２１２．３

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常
８，８４６
最大
１０，４３２

通常
８，８４６
最大
１０，４３２

通常
８，８２４
最大
１０，４３２

通常
８，８２４
最大
１０，４３２

変 更 前 変 更 後

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処理前 処理後 処理前 処理後

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常
５１９．１
最大
１，２４２．１

通常
１０７．７
最大
１８４．２

通常
５１７．７
最大
１，２４２．１

通常
１０７．４
最大
１８４．２

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常
４９１．６
最大
８６２．１

通常
２４．２
最大
６９．６

通常
４９０．３
最大
８６２．１

通常
２４．１
最大
６９．６

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常
５４７．１
最大
７１７．６

通常
２２０．８
最大
２４０．９

通常
５４５．７
最大
７１７．６

通常
２２０．３
最大
２４０．９

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常
１７，８１０
最大
２１，６４４

通常
１７，８１０
最大
２１，６４４

通常
１７，８６０
最大
２１，６９４

通常
１７，８６０
最大
２１，６９４

変 更 前 変 更 後

特定施設か
ら排出され
る汚水等の
汚染状態の
値

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １５５．０

最大 ２１２．３

通常 １７２．４

最大 ２１２．３

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ８，８４６

最大 １０，４３２

通常 ８，８２４

最大 １０，４３２

値 窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２２０．８

最大 ２４０．９

通常 ２２０．３

最大 ２４０．９

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １７，８１０

最大 ２１，６４４

通常 １７，８６０

最大 ２１，６９４

変 更 前 変 更 後

特定施設か
ら排出され
る汚水等の
汚染状態の
値

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １，２００

最大 １，６００

通常 ５，０００

最大 ７，５００

備考 特定施設の汚水等は、酸素ばっ気式活性汚泥処理施設（ＯＢＴ）へ送
液する。

変 更 前 変 更 後

主 要 寸 法

長さ１，９６０ミリメー
トル
幅１，７２０ミリメート
ル
高さ２，４４０ミリメー
トル

長さ１，７３２ミリメー
トル
幅１，５１０ミリメート
ル
高さ１，９２５ミリメー
トル

その他参考となるべき事項

固液分離後の排水：
西総合排水路、�３
遊水池経由で西総合
排水口から公共用水
域へ排水

固液分離後の排水：
新居浜総合排水処理
施設（ＮＢＴ）で処
理後、西総合排水路、
�３遊水池経由で西
総合排水口から公共
用水域へ排水

変 更 前 変 更 後

主 要 寸 法

長さ６，０７２ミリメー
トル
幅１，７００ミリメート
ル
高さ３，８５０ミリメー
トル

長さ６，７６２ミリメー
トル
幅２，３５０ミリメート
ル
高さ３，１２２ミリメー
トル

備考 特定施設の汚水等は、Ｋ－９０５へ送液する。

変 更 前 変 更 後

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １０７．７

最大 １８４．２

通常 １０７．４

最大 １８４．２

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２４．２

最大 ６９．６

通常 ２４．１

最大 ６９．６
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公 告

７ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び最大の

値並びに汚水等の１日当たりの量

西総合排水口（既設）

�������
�愛媛県告示第９６８号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第２項の規定により、

五十崎国営開発土地改良区の定款の変更を認可した。

令和４年９月１３日

愛媛県南予地方局長 赤 坂 克 洋

�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

令和４年９月１３日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 入札に付する事項

� 件名

愛媛県原子力防災ネットワークシステム（緊急時連絡網装置

等）借入れ及び保守点検業務

� 業務名及び数量

入札説明書及び仕様書による。

� 業務の内容等

入札説明書及び仕様書による。

� 借入れ及び保守点検期間

令和５年３月１日から令和８年２月２８日まで

� システムの構成装置及び設置場所

仕様書に記載のとおり

� 入札方法

入札金額は、対象機器の１か月当たりの借入れ及び保守点検

費用を記載すること。

また、落札決定にあたっては、入札書に記載された金額に当

該金額の１０パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額

に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるも

のとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税

及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるか

を問わず、見積もった契約金額の１１０分の１００に相当する金額を

入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、令和２年度から令和４年度までの製造の請

負等に係る一般競争入札に参加する資格を有すると認められ、か

つ、「特定調達参加希望」の登録をしている業者で、次の事項に

該当するもの

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 開札の日において、知事が行う入札参加資格停止の期間中に

ない者であること。

� 保守点検対象となっている機器について、保守点検を行った

実績があること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問合せ先

愛媛県 県民環境部 防災局 原子力安全対策課

原子力防災グループ

〒７９０―８５７０ 愛媛県松山市一番町４丁目４番地２

電話番号 ０８９―９４１―２１１１（代表）内線２３４１

０８９―９１２―２３４１（ダイヤルイン）

� 入札書の受領期限

開札の日時に開札の場所へ持参して提出

� 入札説明書の交付方法

令和４年１０月７日（金）午後５時１５分まで愛媛県ホームペー

ジ（https://www.pref.ehime.jp/）でのダウンロード又は上記�
に掲げる場所での手渡しにより交付する。

�愛媛県告示第９６７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、中予地方局�万高原土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。
令和４年９月１３日

愛媛県知事 中 村 時 広

変 更 前 変 更 後

汚水等の汚

染状態の値

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １６．０

最大 ３５．０

通常 １６．２

最大 ３５．０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２５５，８５７

最大 ３４０，０９５

通常 ２５１，５３５

最大 ３３５，５２２

備考 この他に、東総合排水口が１箇所、雨水排水口が３４箇所ある。

変 更 前 変 更 後

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

処理前 処理後 処理前 処理後

通常
１，８５６
最大
２，３６９

通常
１，８６７
最大
２，３８０

通常
１，８３４
最大
２，３６９

通常
１，８４５
最大
２，３８０

備考 排水は、酸素ばっ気式活性汚泥処理施設（ＯＢＴ）で処理する。

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 ４９４号

上浮穴郡�万高原町本組１４５０番５から

同町本組１４５３番まで
旧 １０．４～２０．２ ０．２０６

上浮穴郡�万高原町本組１４５０番５から

同町本組１４５３番４まで
新 １２．３～６５．７ ０．２０６
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� 開札の日時及び場所

令和４年１０月２５日（火）午前１１時００分

愛媛県庁 第一別館６階 第１４会議室

即時改札とする。

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金及び契約保証金

ア 入札に際しては、入札者が見積もる契約金額の１００分の５

以上の入札保証金を納付しなければならない。ただし、指定

金融機関、指定代理金融機関又は収納代理金融機関が振出し

又は支払保証をした小切手をもって入札保証金の納付に代え

ることができる。また、愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規

則第１８号）第１３７条の規定に該当する者については、入札保

証金の納付を免除することがある。

イ 契約に際しては、契約金額の１０分の１以上の契約保証金を

納付しなければならない。ただし、愛媛県会計規則第１５４条

の規定に該当する者については、契約保証金の納付を免除す

ることがある。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、入札参加資格審査

申請書を提出し、入札参加資格の確認を受けなければならない。

なお、知事からの当該書類の内容に関し説明を求められた場

合は、これに応じなければならない。

ア 受付期間

令和４年９月１３日（火）から令和４年１０月７日（金）午後

５時１５分まで

イ 受付場所

上記３の�に掲げる場所
� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は無効と

する。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

この公告に示した業務を履行できると知事が判断した入札者

であって、愛媛県会計規則第１３３条の規定に基づいて作成され

た予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行

ったものを落札者とする。

� その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the service to be rendered： Ehime

prefectural nuclear disaster prevention network system

（communication network for emergency use） lease and

maintenance outsourcing

� Time limit of tender：１１：００ a．m．，２５ October２０２２

� For further information，please contact： Nuclear Safety

Measures Division， Public Affairs and Environment

Department，Ehime Prefectural Government，４―４―２

Ichibancho，Matsuyama，Ehime７９０－８５７０，Japan

TEL ＋８１―８９―９４１―２１１１ Ext．２３４１

�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

令和４年９月１３日

愛媛県公営企業管理者 山 口 真 司

１ 入札に付する事項

� 件名

過酸化水素低温プラズマ滅菌器の購入

� 購入物品名及び数量

過酸化水素低温プラズマ滅菌器 １式

（使用に当たり必要な運搬、搬入、設置、調整、説明等一式

を含む。）

� 購入物品の内容等

入札説明書等による。

� 納入期限

令和５年３月３１日（金）

� 納入場所

愛媛県松山市春日町８３番地

愛媛県立中央病院

� 入札方法

ア この公告の入札は、愛媛県電子入札運用基準（製造の請負

等編）に定義するシステム（以下「電子入札システム」とい

う。）による。ただし、愛媛県電子入札運用基準（製造の請

負等編）７�又は�の規定により紙入札による参加承諾を受
けた者にあっては、紙入札を行うことができる。

イ 入札金額は、購入予定物品の総額とすること。

また、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に

当該金額の１０パーセントに相当する額を加算した金額（当該

金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨

てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、

消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者

であるかを問わず、見積もった契約金額の１１０分の１００に相当

する金額を入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、令和２年度から令和４年度までの製造の請

負等に係る一般競争入札に参加する資格を有すると認められた業

者で、次の事項に該当するもの

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 開札の日において、知事が行う入札参加資格停止の期間中に

ない者であること。

� 公告で示す物品を納入期限内に確実に納入できることを証明

した者であること。

� 法令等の定めによる許認可等に基づいて営業を行う必要があ

る場合にあっては、その許認可等に基づく営業であることを証

明した者であること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問合せ先

愛媛県公営企業管理局総務課財産管理係

〒７９０―００１２



愛 媛 県 報令和４年９月１３日 第３４１号

７５６

愛媛県松山市湊町四丁目４番地１ 伊予鉄本社ビル２Ｆ

電話番号 （０８９）９１２―１０００ 内線４６２３

又は（０８９）９１２―２７９４

� 入札書の受領期限

令和４年１０月２４日（月）午前９時から同月２６日（水）午後１

時２９分まで

� 入札説明書の交付方法

愛媛県ホームページ（https://www.pref.ehime.jp/）でダウン

ロード又は�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

令和４年１０月２６日（水）午後１時３０分

伊予鉄本社ビル５Ｆ 会議室

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県公営企業会計規程（昭和４６年愛媛県公営企業管理規程

第９号）第１７６条において例によることとされる愛媛県会計規

則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から第１３７条までの規

定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、この公告に示した

物品を納入できることを証明する書類等を、入札説明書等に基

づき令和４年１０月１１日（火）午後５時００分までに提出しなけれ

ばならない。

なお、愛媛県公営企業管理者から当該書類の内容に関し説明

を求められた場合は、これに応じなければならない。

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

この公告に示した物品を納入できると愛媛県公営企業管理者

が判断した入札者であって、愛媛県公営企業会計規程第１７６条

において例によることとされる愛媛県会計規則第１３３条の規定

に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低価格をも

って有効な入札を行ったものを落札者とする。

� その他

ア 入札書の提出方法

電子入札による場合は、電子入札システムにより入札金額

及び電子くじ入力番号を入力の上、提出すること。

紙入札による場合は、入札書を直接又は郵便（書留郵便に

限る。）により３�に掲げる場所に提出すること。
イ 詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the product to be purchased：

Hydrogen peroxide low temperature plasma sterilizer，１ set

� Time limit of tender：１：２９ p．m．，２６ October２０２２

� For further information， please contact： Property

Management Section，General Affairs Division，Public

Enterprise Management Bureau，Iyotetsuhonsya Bldg．２F

４―４―１Minatomachi，Matsuyama，Ehime７９０―００１２ Japan．

TEL０８９―９１２―２７９４

令和４年９月１３日 発行


